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筑波大学体育系、CORE事務局　　荒牧 亜衣

概要

　2015年度からの 5年間は、オリンピック・シンボルの五つの色、それぞれから連想されるテーマを設定し、毎年講義を構成

している。14年目を迎えた本年度は、「黒」によって授業計画を立案した。

各回の講義と講師

（１）4月 18日「オリエンテーション」

  　　 　本科目のねらいや、各回の講義概要について紹介した。（嵯峨 寿　体育系）

（２）4月 25日「ヒトラーと東京」

  　　 　オリンピックの政治利用について、1936年ベルリン大会と第二次世界大戦により中止となった 1940年東京大会との関

係から学んだ。（後藤 光将　明治大学）

（３）5月 9日「テロの標的　ブラックセプテンバー」

  　　 　1972年ミュンヘン大会でおきたテロ事件の概要を解説し、オリンピックがテロの標的になる理由について探った。（成

瀬 和弥　体育系）

（４）5月 16日「ドーピングの広がり」

  　　 　ドーピングという行為や禁止される理由について学習するとともに、スポーツ界が抱える課題や検査の限界についても

説明があった。（木越 清信　体育系）

（５）5月 23日「古代オリンピックの栄華と衰亡」

  　　 　1200年続いた古代オリンピックがなぜ終焉を迎えたのか。そこには宗教的な理由が大きく影響していたことが明らか

になった。（真田 久　体育系）

（６）5月 30日「IOCスキャンダル」

  　　 　1999年に発覚したソルトレイクシティ冬季大会招致に絡む買収疑惑について、当時最前線で取材を行った立場から、

その全貌に迫った。（福原 直樹　人文社会系）

（７）6月 6日「オリンピズムの冒涜」

  　　 　2012年ロンドン大会で起きた「無気力試合」の顛末を振り返り、オリンピック・ムーブメント史の汚点と主張する根

拠が示された。（嵯峨 寿　体育系）

（８）6月 13日「開催都市の十字架」

  　　 　1976年モントリオール大会を事例に、開催都市が背負う十字架について、大会前、大会後それぞれの視点から解釈した。

（荒牧 亜衣　体育系）

（９）6月 20日「新・国立競技場問題　明治神宮外苑の議論を中心に」

  　　 　レガシー（後世に残す遺産）やランドスケープ・リテラシーの観点から、神宮外苑地域でオリンピックを行うことの賛

否を問うた。（田中 伸彦　東海大学）

（10）6月 27日「カーニバルの闇」

  　　 　まもなく開幕する 2016年リオデジャネイロ大会に向けて、ファベーラの現実からオリンピック開催の意味について考

えた。（嵯峨 寿　体育系）

（11）7月 4日「期末試験」

  　　 　期末試験

総括

　暗部、闇、汚点、そして事件やスキャンダル。「黒」として映し出されたオリンピックに果たして光は差し込むのか。10回

の講義は、オリンピック・ムーブメントの理想と現実をあらためて問い直す機会をもたらした。次年度は、「赤」を予定してい

る。この色から連想される複数のイメージをヒントに、様々な視点からオリンピックについて学んでいくことになるだろう。

実践報告 

大学におけるオリンピック教育
筑波大学における全学対象の総合科目としての教育実践について
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筑波大学大学院、CORE事務局　　福田 佳太

【背景】

　1972年 2月 3日から 11日間にわたり、アジア初の冬季大会となる第 11回オリンピック冬季競技大会（以下、1972年札幌大会）

が開催された。札幌市では 1940（昭和 15）年の冬季大会の開催権を戦禍による影響で返上したことや、1968（昭和 43）年の

冬季大会の招致に失敗したこともあり、1972年札幌大会は 30年間の悲願が叶った大会であった。

　オリンピック教育とは、オリンピックを題材として「オリンピックを学ぶ」だけでなく、オリンピックの理念であるオリン

ピズムや世界に広がる多様な価値を学ぶものである。1970年代から国際的にオリンピック教育に関する研究が始められ、1988

年カルガリー冬季競技大会以降、大会時における組織的なオリンピック教育が注目され始めたと認識されている。日本におい

ては、1964年第 18回オリンピック競技大会（以下、1964年東京大会）、1972年札幌大会、1998年第 18回オリンピック冬季競

技大会（以下、1998年長野大会）において、オリンピック教育が展開された。

　そこで本稿では、1972年札幌大会に関連して実施されたオリンピック教育を、1972年札幌大会に向けたオリンピック教育と

1972年札幌大会後のオリンピック教育に分け、それぞれの実施経緯と実施内容について特徴と課題を紹介したい。1972年札幌

大会に関連して実施されたオリンピック教育のうち学校教育におけるものを対象とし、社会教育機関（成人学校、母親学園、

婦人学級）とスポーツ少年団における実践は対象としないこととする。また、本稿では開催都市である札幌市、特に 1972年札

幌大会の主会場であった真駒内地区の小中学校を中心に検討する。

【オリンピック教育とは】

　まず、現在のオリンピック教育については、筑波大学オリンピック教育プラットフォーム（Centre for Olympic Research and 

Education、以下 CORE）の定義を参考にすると以下の通りである。

　オリンピック教育とは、スポーツやオリンピック（パラリンピック等を含む）を教材として、国際的な視野に立ち世界平和

の構築に貢献する人材を育成する教育的活動のことである。より具体的な実践内容は、以下の 3つに大別できる。①オリンピッ

ク自体とその歴史の学習、②オリンピックに関連した世界各国・地域の文化や社会問題等に関する学習、③オリンピックの精

神やスポーツの価値についての学習、である。このオリンピックの精神やスポーツの価値とは、スポーツを通して共通にみら

れるポジティブな価値観のことであり、IOCが掲げる 5つの教育的価値（「努力する喜び（Joy of effort）」「フェアプレイ（Fair 

play）」「他者への尊敬（Respect for others）」「卓越性の追求（Pursuit of excellence）」「身体、意志、心の調和（Balance between 

body, will and mind）」）に由来している。

　これらの教育的価値を教える営みが、オリンピック教育の基本であると考えられている。ただし、これらだけではなく、そ

れに各国・各地域での教育方法が加えられて完成すると考えられる。

【1972年札幌大会に向けたオリンピック教育】

　1972年札幌大会に向けたオリンピック教育において、文部省では 1966（昭和 41）年 8月 1日に「冬季オリンピック等準備

室（後のオリンピック管理官）」を設置し、広く国民の間にオリンピック精神を高揚し、冬季スポーツの振興を目的とした取組

を推進した。1967（昭和 42）年から 5年間にわたりオリンピック精神普及資料作成協力会を開催し、毎年オリンピック冬季大

会に関する事項や資料をまとめ、オリンピック精神普及資料として作成し、各都道府県教育委員会等に配布した。また、1971（昭

和 46）年には北海道をはじめ各都道府県 8地区 19会場で「札幌オリンピック巡回展示会」を開催した。札幌市では、「開催都

市にふさわしい市民の歓迎意識を高めて、健康で明るい環境を作ろう」という目的から、1970（昭和 45）年 12月 8日に「札

幌オリンピック市民運動推進連絡会議」を発足した。この市民運動の運動項目の 1つである「オリンピックを理解しましょう」

で、札幌市教育委員会を中心に、学校教育における推進運動が行われた。札幌市教育委員会は、1970（昭和 45）年 5月 26日、

オリンピック教育推進協議会を設け、それを「オリンピック教育推進委員会」「オリンピック教育手引作成部会」「世界子ども

美術部会」の 3部会に分けて事業を進めた。また、「オリンピック教育推進についての実施要項」を各学校に通達し、この趣旨

に基づき、学校教育でオリンピック教育を通して、児童・生徒に①オリンピックの意義の理解、②オリンピックへの意識の高

1972 年札幌大会に関連して実施されたオリンピック教育

特別寄稿
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図 1　雪と氷のスポーツ

図 3　札幌オリンピク冬季大会はやわかり

図 2　オリンピック学習の手引き

図 4　札幌オリンピック冬季大会競技の見方
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揚、③国際理解、④冬季スポーツ実施の奨励、⑤競技見学におけるマナーと札幌市民としての誇りと自覚の養成を目的とした。

札幌市教育委員会では「オリンピック学習の手引き」「展示用学習ポスター」「オリンピック施設紹介のスライド」、札幌市では

「オリンピック英会話」を作成し、文部省が作成した資料等とともに各学校に配布してオリンピック教育を推進した。1970（昭

和 45）年 12月から 2カ年にわたって推進され、プレオリンピック期間と 1972年札幌大会期間においては、冬休みを 2期に分

けて、開閉会式をはじめ多くの大会関連の行事に児童・生徒を参加させた。また、「オリンピック学習の手引き」をもとに、各

教科（社会科・体育・外国語）、道徳、特別活動、学校行事でオリンピック教育を展開し、姉妹校の拡大や世界子ども美術展及

び書道展を開催など、児童・生徒の国際交流の機会を多く与えた。

【1972年札幌大会後のオリンピック教育】

　1972年札幌大会後のオリンピック教育は、大会時の主会場であった真駒内地区の小中学校で独自に実施されていた。本稿では、

大会運営本部局を改修して建設した札幌市立真駒内中学校（以下、真駒内曙中学校）、サービスセンターを改修して建設した札

幌市立真駒内緑小学校（以下、真駒内緑小学校）に焦点を当て、1972年札幌大会後のオリンピック教育を明らかにした。

　真駒内曙中学校は、大会終了後の 1972（昭和 47）年 7月に大会運営本部局を改修して開校した。校名の候補として「五輪

中」または「オリンピック中」があがったほど、地域の人々にオリンピックゆかりの学校として親しまれてきた。また、校章

に 1972年札幌大会のシンボルマークであった雪の紋章の使用や、学校経営の基本方針にオリンピック精神を反映させた。現在

でも、校長室前のオリンピック記念コーナー、校舎西玄関の壁面に埋め込まれている札幌大会運営本部記念プレートや札幌冬

季オリンピック運営本部真駒内曙中学校開校資料室など、校舎が大会当時大会運営本部局だったことを語り継いでいる。また、

1973年から 1992年まで雪中運動会が開催されており、実際に聖火リレーに使われたトーチを使用して雪の聖火台に点火する

図 6　札幌大会運営記念プレート

 

 

   
 

 

 

           

図 5　開会式での風船スケーターの児童たち
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など、オリンピックの興奮と感動を再現していた。1993年以降、「オリンピックを偲ぶ日」が年間計画表に記載されるようになっ

たが、どのような活動だったか記載されている資料が見当たらず詳細は不明である。

　真駒内緑小学校は、1973（昭和 48）年 4月にサービスセンターを改修して開校した学校である。真駒内曙中学校同様、校章

に 1972年札幌大会のシンボルマークであった雪の紋章を使用したり、校歌の歌詞にもオリンピックとのつながりを感じること

ができる。五輪記念雪中運動会と冬のオリンピックの聖火リレーや、春の運動会の集団表現「虹と雪のバラード」などオリンピッ

クを記念した行事も受け継がれた。また、同年オリンピック開催都市のゆかりからミュンヘン市立ディーゼル通り小学校（以下、

ディーゼル通り小学校）との姉妹校提携、多くの外国人訪問者や EA活動（English Activity）など国際交流が非常に盛んな学校

であり、国際交流室も設置されていた。しかし、2012年 2月に閉校、同年 3月に札幌市立真駒内南小学校と統合し、真駒内桜

山小学校となり 39年の歴史に幕を下ろした。

　現在では、真駒内地区の小中学校では、意識的なオリンピック教育は実施されていないが、各学校でオリンピック教育と考

えられる活動はわずかながら実施されている。

図 8　校章のデザイン（真駒内緑小学校） 図 9　姉妹校の友だち

 

 

   
 

 

 

           

 

 

   
 

 

 

           

図 7　雪中運動会にて聖火台への点火
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【結論】

　1972年札幌大会に向けたオリンピック教育は、文部省が作成・配布したオリンピック精神普及資料を、開催地である札幌

市では札幌市教育委員会が中心となり活用し、さらに英語教育や国際交流などの教育活動を加えて、組織的なオリンピック教

育を展開した。これは、1964年東京大会同様に組織的なオリンピック教育を推進した先駆的事例であると考えられる。また、

1964年東京大会では「オリンピック学習」と記載されていたが、1972年札幌大会では「オリンピック教育」と記載されるよう

になったことも特徴的である。「オリンピック教育」と記載されるようになった理由として、実施期間の長さと実施内容の充実

であると推察される。1972年札幌大会に向けたオリンピック教育は、大会開会 1年以上前からプレオリンピック期間を含んで

推進され、札幌市教育委員会ではプレオリンピック期間と 1972年札幌大会期間は冬休みを 2期に分け、児童・生徒に対して両

大会に豆スケーターとして開会式に参加させたり、競技の団体見学などを実施して大会に関わる機会を増やした。また、中学

校における外国語の授業でのオリンピック教育の推進やオリンピック英会話の発行、姉妹校の拡大、世界子ども美術展及び書

道展を開催など、児童・生徒の英語教育や国際交流の機会を多く与えた。1964年東京大会では、英語教育や国際交流の充実、

長期休暇の確保などはさほど行われていなかった。つまり、札幌市教育委員会では「オリンピックを通して多様なことを学ば

せる」という意味を込めて、「オリンピック教育」と記載したのではないかと解釈できる。

　しかし、札幌市教育委員会主導で実施されたこのオリンピック教育も大会終了後の実施に関する記述は見当たらず、1972年

札幌大会を成功させるための教育という傾向が強かったという課題も残された。

　1972年札幌大会後のオリンピック教育は、大会時に主会場だった真駒内地区の小中学校で独自に実施された個別的なもので

あった。特に、大会運営本部局を改修して建設した真駒内曙中学校と、サービスセンターを改修して建設した真駒内緑小学校

ではオリンピック教育を積極的に実施していた。両校は校章や校歌、学校経営の基本方針だけでなく、学校行事、姉妹校提携

等にもオリンピック精神を受け継がせようとしていた。真駒内曙中学校での雪中運動会における聖火リレー、真駒内緑小学校

での雪中運動会と冬のオリンピックにおける聖火リレー、春の運動会における集団表現「虹と雪のバラード」は、両校の生い

立ちや 1972年札幌大会を語り継ぐということやオリンピック精神を持って競技に取り組むこと、冬のスポーツを促進すること

などについて児童・生徒は学んだと考えられる。また、真駒内緑小学校では、オリンピック通して姉妹校提携を結んだディー

ゼル通り小学校との交流や国際交流児童集会の開催、EA活動（English Activity）など、児童の英語教育を充実させ国際理解を

促したと理解できる。現在札幌国際プラザで働く、1991（平成 3）年に真駒内緑小学校を卒業した女性は「やっぱり真駒内で育っ

たことが、（現在の職業に）影響してるのかもしれませんね」と述べているように、小学校時代の経験が国際理解を促進するキャ

リアにつながっていると考えられる。

　また、資料室・メモリアルルームの活用も特徴的である。真駒内曙中学校では、校長室前のオリンピック記念コーナーや札

幌冬季オリンピック運営本部真駒内曙中学校開校資料室、真駒内緑小学校では国際交流室、真駒内桜山小学校に統合以降はメ

モリアルルームが完成し、1972年札幌大会における資料や記念品、統合前の各学校の学校誌等などが展示されている。平日は

児童・生徒に、参観日は保護者に、必要であれば地域の人々にも開放されており、自由にさまざまな資料や記念品等を見るこ

とができる。資料室・メモリアルルームの活用を通して、1972年札幌大会が真駒内地区で開催されたことを現在でも学ぶこと

ができる。実際に真駒内緑小学校の児童は「私が生まれるずっと前のことだけど、オリンピックがここで開かれたなんですごい」

と述べ、大会終了後も 1972年札幌大会が真駒内地区で開催されたことが現在でも語り継がれている。

　1972年札幌大会後のオリンピック教育では、オリンピック自体とその歴史の学習に関連する教材の発行は確認されていない

が、1972年札幌大会をきっかけとして設立した真駒内地区の小中学校を中心にオリンピック教育は継続され、教育制度の変遷

や学校の統廃合によりかたちを変えながらも、現在に受け継がれている。

　1972年札幌大会に向けた組織的および包括的なオリンピック教育と、大会後の学校独自で展開し資料室・メモリアルルーム

の活用で現在でもオリンピックの歴史を受け継いでいる個別的なオリンピック教育を、今後のオリンピック教育の展開の参考

資料としたい。また、組織的なオリンピック教育における継続性の難しさや、教育制度の変遷や学校の統廃合など外的要因に

よるオリンピック教育実施の減少など、今後の検討課題としたい。
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　2) 文部省体育局冬季オリンピック管理官『オリンピック精神普及資料作成協力会議事』、1970-1971．

　3) 文部省（1969）『雪と氷のスポーツー札幌オリンピックをめざしてー』、文部省．

　4) 文部省（1972）『札幌オリンピック冬季大会を政府機関等の協力』、文部省．
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　5) 札幌市教育委員会（1970）『オリンピック学習の手引き』、札幌市教育委員会．

　6) 札幌市総務局オリンピック整理室（1972）『第 11回オリンピック冬季大会札幌市報告書』．

　7) 札幌市立真駒内曙中学校（1982）『開校 10周年記念誌あけぼの』、札幌市立真駒内曙中学校．

　8) 札幌市立真駒内曙中学校『曙の教育　第 13-24/26-40集』、1985-1996/1998-2012．

　9) 札幌市立真駒内緑小学校（2012）『閉校記念誌真緑』、札幌市立真駒内緑小学校．

  10) 新聞：『北海道新聞』、『北海タイムス』、『読売新聞』、『毎日新聞』、『団地新聞 GreenTown』、『朝日新聞』、『毎日小学生新聞』

　　（1970（昭和 40）年 12月～ 1996（平成 8）年 3月発行分を検討）

特別寄稿 



45

筑波大学体育系教授、体育専門学群長、CORE事務局長　　真田 久

　2016年 10月 20日、筑波大学東京キャンパスにトーマス・バッハ IOC会長を迎え、名誉博士号授与式が行われた。これは政

府が主催した「スポーツ・文化・ワールドフォーラム」の公式サイドイベントとして行われた TIASスポーツカンファレンス

の一つであり、筑波大学としては、2006年 10月 20日に前 IOC会長ジャック・ロゲ氏に名誉博士号を授与しており、奇しくも

10年後の 10月 20日にバッハ IOC会長に名誉博士号を授与することとなった。会長の講演では、まず、教育とスポーツの融合

を図った嘉納治五郎先生のレガシーの重要さについて話された。次に 2020年の東京大会が、オリンピック・アジェンダ 2020

の最初の試金石であること、大会開催費の縮小、新競技の追加、災害地で苦しむ人々へのメッセージ、という意味で大きな転

換点となるオリンピックであることを指摘された。今後の目指すべき大会像を示したものであり、その意義は大きい。あわせ

て、筑波大学がオリンピック教育プラットフォーム、附属学校群やつくば国際スポーツアカデミーの活動を通して、オリンピッ

ク教育の普及に果たすのは当然であるとの指摘は、これまで継続して行ってきた私たちの活動を、激励していただいたことに

なろう。ここに、各登壇者のスピーチとバッハ IOC会長の講演の要旨を留めておきたい。

　永田恭介筑波大学長：トーマス・バッハ会長に筑波大学が名誉博士号（Doctor of Philosophy）を授与するのは、会長が会長就

任後、オリンピック・アジェンダ 2020を発表されたように、オリンピックムーブメントの改革に熱心であること、そして筑波

大学で進めているオリンピックに関する教育研究の推進に対して、激励してくださったことに対して授与するものである。筑

波大学は附属学校 11校と連携してオリンピック教育、パラリンピック教育を展開し、全国のモデルとなっている。今後も IOC

や日本オリンピック委員会、東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会、東京都やスポーツ庁と連携して、オリ

ンピックムーブメントの推進に進んで行きたい。

　森喜朗　東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会会長：筑波大学は、日本人初の IOC委員で「日本のオリンピッ

クの父」と呼ばれ、体育を通じた教育改革に熱心に取り組んだ嘉納治五郎先生が礎を築いた大学である。その嘉納先生の意思

を引き継ぎ、筑波大学はこれまで、オリンピック教育・研究の発展に努めてこられた。本日、バッハ会長が、そうした筑波大

学の名誉博士号を授与されたことは、誠に感慨深く、日本のオリンピックの歩みに新たな歴史を刻むものである。組織委員会

として、2020年に向けて、先人達が築いてきたオリンピック・ムーブメントを同じ船に乗った私たちが協力してさらに発展させ、

日本全国、そして世界に発信していきたい。

　小池百合子　都知事：アスリートが競技に集中できる環境と、日本全体の気運を盛り上げることで、アスリートの力強い技

の数々を後押しする大会となるよう準備を進めたい。2020年大会を通じて、多くの意義あるレガシーを構築し、協力して持続

可能な都市・TOKYOを作りたい。また、スポーツの関心を大会後も維持することを通して、スポーツが日常生活に溶け込み、

誰もが活き活きと豊かに暮らせる社会の実現につなげたい。その意味でも、今後、多くの方が筑波大学の素晴らしい環境で学び、

世界で活躍する国際スポーツ界のリーダーとして、より一層のオリンピック・パラリンピックムーブメントを我々と一体となっ

て作って頂きたい。

　竹田恆和　日本オリンピック委員会会長：オリンピックムーブメントにゆかりある、筑波大学から IOCバッハ会長が名誉博

士の称号が授与されたことは、我々 IOC委員にとって、また、嘉納治五郎師範が初代会長を務められた日本オリンピック委員

会にとっても光栄なことである。IOCバッハ会長の更なるリーダーシップを期待し、東京大会が世界の人々の心に残る、オリ

ンピック ･ムーブメントの歴史に残る大会となるよう、我々もまた共に変革の道を確実に歩んでまいりたい。

　鈴木大地　スポーツ庁長官：2020年に行われる東京オリンピック・パラリンピック競技大会を目指して、関係団体の協力の元、

オリンピックムーブメントのさらなる発展、具体的には教育プログラムを含めたアンチドーピング活動の展開を進めていきた

い。筑波大学は今後ますます IOCとの連携を深めて、世界のスポーツ人材養成機関の中核となることを期待したい。

　トーマス・バッハ　IOC会長講演「オリンピックの価値　― スポーツと教育の役割 ―」要旨：嘉納治五郎氏は、近代オリン

ピックの基礎を築き、IOCの創設者、ピエール・ド・クーベルタン男爵と同様、スポーツを教育に欠かせないものと認識して

トーマス・バッハ IOC 会長 来日記念特別式典
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いた教育者である。クーベルタン氏や嘉納氏の考えが、ここ筑波大学で現在も生きていることを目の当たりにし感無量である。

筑波大学は、つくば国際スポーツアカデミーおよびオリンピック教育プラットフォームの活動を通じて、クーベルタン、嘉納

両氏が持ち続けた理想を現代社会にも引き継いでくれている。したがって、筑波大学が 2020年大会に向けて、その教育の促進

に直接携わることは当然である。

　筑波大学は、日本でのオリンピック教育の強化に革新的な方法を採用している。その一つは、附属学校のネットワークで、

国際的平和教育を通してオリンピックの価値の理解を深める一方、それを盛り込んだ特別支援教育を提供している。これは筑

波大学がオリンピックの価値の連帯感と理解を広め、日本の、そして世界の平和のために行っている重要な活動の一つである。

　オリンピック教育プラットフォームは、ローザンヌオリンピック研究センターの世界的な教育コミュニティに属し、またそ

の役割はとても重要なものである。ここでは、科学的研究と教育が一体化され、体育とスポーツのフロンティアが広がりつつ

ある。これも筑波大学とオリンピックムーブメントの深い関係を示すもう一つの例といえよう。

　2020年東京オリンピック競技大会は、日本におけるオリンピズムを日本独自の方法で表現し、世界に向けて発信できる絶好

の機会といえる。昨今の社会はとても不安定であり、だからこそ、スポーツの持つ統合的かつ制限のない求心力が今まで以上

に必要とされている。

　IOCは、オリンピック・アジェンダ 2020の中で、現代社会におけるスポーツの大切さや役割を提唱している。オリンピック・

アジェンダ 2020では、社会との対話をスタートさせ、社会の中でスポーツがサービスとして考えらえるように根本的な改革を

行おうとしている。これは、オリンピック競技大会の組織にも生かされている。オリンピック・アジェンダ 2020は、オリンピッ

ク競技大会のコスト削減と大会管理の柔軟性強化を目的としているが、これが以前との大きな違いである。これまでは、大会

を主催するにあたり、ある都市がどのように変わるつもりかという質問をしていた。しかし、これからは、大会がその後長年

に渡りどのように市民に貢献できるかを問いかけていくことになる。開催都市のニーズにオリンピックが順応していくという

形である。まさに 2020年東京オリンピック競技大会は、今回の改革案の第一号となる。

　オリンピック・アジェンダ 2020において、今回初めて、組織委員会が新競技の提案をする機会が与えられ、2020年には、

新たに 5種目の競技が加わる。野球・ソフトボール、空手、スケートボード、スポーツクライミングそしてサーフィンの 5競

技の追加は委員会の素晴らしい提案の賜物であり、心から祝福したい。5競技が追加されることは、オリンピック史上、大き

な発展といえる。

　さらに、2020年東京オリンピック競技大会では、被災地で競技を開催することで、レガシーの素晴らしさを増すことになる。

IOCと組織委員会は出資関連者と共に、災害の影響を受けた最も苦しんでいる人々に連帯メッセージを発信し、オリンピックが、

このような地域の再生にどのように貢献できるかをまとめた提案書を作成する。数週間以内に、対話が始まり、人々が必要と

しているこれらのプロジェクトが出資者の同意を得て開始されることを望む。2020年東京オリンピック競技大会は、日本が災

害を被った地域の再生と再構築を見せることのできる絶好の場ともいえる。

　これらの理由から、2020年東京オリンピック競技大会は転機点と言ってよい。かつて 1964年東京オリンピック競技大会が

そうであったように、2020年東京オリンピック競技大会も日本の現代史上、画期的なイベントとなろう。日本と東京は、革新

的なオリンピック競技大会を主催するにあたり、大きな転機を迎える。オリンピックは、現代社会の直面している課題に取り

組みながらも、豊かな文化に根付いた日本の世界への貢献を示すことを可能にする。これは、2020年東京大会組織委員会、小

池都知事率いる東京都庁、安倍政権ならびにすべての出資者の共同作業である。オリンピック競技大会が東京と日本を明日の

世界と結ぶ絆に関しては、確固とした展望が描かれている。オリンピック・アジェンダ 2020で提唱されているように、関連機

関は、持続性、実現可能性、そしてレガシーに対し、明確に焦点を当てている。

　嘉納治五郎氏は、彼の生涯をかけた理想が現代の日本に力強く生き続けていること、スポーツが今日の日本を元気づけてい

ることを誇りに思うことであろう。将来に目を向け、2020年東京オリンピック競技大会の転換期を前に、すべての人々がスポー

ツの価値の大切さについて考えることを期待したい。不安定な現代社会におけるスポーツの価値、オリンピックの価値の促進

こそが、オリンピックムーブメントの最大の目的である。オリンピックムーブメントの生みの親、ピエール・ド・クーベルタ

ン氏はかつて「価値のないスポーツは軍隊の行進にすぎない」と述べた。本日、私は私自身の言葉で「価値のないスポーツは

ただの娯楽にすぎない」と言わせていただきたい。

　オリンピックの価値を促進するという目的は、私たち皆を結束させる。ネルソン・マンデラ氏は、「教育とは、世界を変える

ために用いることができる、最も強力な武器である」と説いた。この言葉は、スポーツを含む社会のどんな側面にも適用できる。

また、マンデラ氏の名言には「スポーツには世界を変える力がある」というのもある。教育とスポーツは人生の転機への基盤

となる。

特別寄稿 
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　本日は、大変な名誉を、私と IOCに授与くださったことに対し、オリンピックムーブメントを代表して、スポーツの価値を

促進し続けるためのご支援に心から感謝申し上げる。

トーマス・バッハ 氏の略歴

　１．IOC参加年：1991年

　２．生 年 月 日：1953年 12月 29日

　３．学　　　歴：ヴュルツブルク大学法学・政治学学士、法学修士、両博士

　４．職　　　歴： 弁護士として弁護士事務所設立・経営（1993～ 2013年）ミカエル ･ヴァイニッヒ AG社（ドイツ）会長。

他多数の会社役員を務める（～ 2013年）。ゴルファ・アラブ・ドイツ商工会議所会長。

　５．スポーツ歴：フェンシング、テニス、サッカー

　　　　　　　　　 　モントリオールオリンピック競技大会（1976年）フェンシングフルーレ団体優勝、フェンシングフルー

レ団体世界チャンピオン（1976年、1977年）欧州選手権カップ優勝（1978年）他、数々の国内選手権で

優勝

　６．スポーツ関連の経歴：

　　　　　　　　　 　バーデンバーデンオリンピック競技大会（1981年）におけるアスリート・スポークスマンに選出、2006

年国際サッカー連盟（FIFA）ワールドカップ組織委員会監査、2011年 FIFA女子ワールドカップドイツ組

織委員会評議員、ドイツオリンピックスポーツ連盟（DOSB）設立者・会長（2006～ 2013年）、国際オリ

ンピック休戦財団（IOTF）理事長

　７．IOCにおける経歴：

　　　　　　　　　 　IOC理事（1996～ 2000年）その後副会長（2000～ 2004年）、副会長に再選（2006年～ 2013年）、会長（2013

年～）、第 19回冬季オリンピック競技大会（2002年）評価委員会委員長（1994～ 1995年）、第 28回オリ

ンピック競技大会（2004年）評価委員会委員長（1994～ 1997年）、司法委員会委員長（2002年～）、スポー

ツ・司法委員会委員長（2002～ 2014年）、アスリート委員会委員（1981～ 1988年）、プレス委員会委員（1985

～1988年）、マーケティング委員会委員（1992年～2014年）、司法委員会委員（1993～2001年）、オリンピック・

コレクターズ委員会委員（1994～ 1997年）、オリンピック・ムーブメント委員（1996～ 1999年）、スポーツ・

司法委員会委員（アスリート代表として）（1995～ 2001年）、テレビ放映権・ニューメディア委員会委員（2002

～ 2014年）、2000年 IOC改革フォローアップ委員会委員（2002年）、報酬作業部会（2004年）、「IOC2000

年委員会における IOCの役割」作業部会コーディネーター（1999年）、オリンピックチャンネルサービス（公

開有限会社スイス法人）理事長 (2015年～ )

　８．言　　　語：英語、仏語、ドイツ語
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筑波大学附属大塚特別支援学校　　（文責：深津 達也）

１．はじめに

　筑波大学附属大塚特別支援学校は、知的障害を伴う子どもたちが通う学校である。本校では、東京オリンピック・パラリンピッ

ク 2020の招致が決定する前からオリンピック・パラリンピック教育に取り組み始め、先駆的な取り組みを実施してきた。リオ

デジャネイロオリンピック・パラリンピックが開催された 2016年度には、本校ではオリンピック・パラリンピック教育に全校

的に取り組むことを目指し、全校の子どもたちが参加する行事の開催や運営面での組織改変を含む様々なチャレンジを行った。

1年間のチャレンジで見えてきたオリンピック・パラリンピック教育の可能性について述べることにする。

２．重点プロジェクト「国際・オリパラ教育」始動

　これまで担当者のみで行っていたオリンピック・パラリンピック教育を、全校の 3分の 1の教員が参加する重点プロジェク

トとし、全校的に取り組むことにした。幼稚部、小学部、中学部、高等部、支援部の教員が一堂に会し、会議を行った。しか

しながら、そこでまず上がった問題は、「何のためにオリンピック・パラリンピック教育を実施するのか」という多くの教員か

らの疑問の声であった。本校は、筑波大学の附属学校として、大学が進めるオリンピック・パラリンピック教育を積極的に実

施してきた学校ではあったが、限られた時間の中で教育実践を行う学校という場にあって、ねらいや目標がわかりにくかったり、

成果を保障できなかったりした場合には、教育実践への協力は得られない。そこでまず、「本校が目指すオリンピック・パラリ

ンピック教育」について検討することになったのである。

３．オリンピック・パラリンピック教育で何を目指すのか

　これまで、本校が大切にしてきたオリンピック・パラリンピック教育の実践や、IOCや IPCが掲げる教育的価値、また、東

京都が取り組むオリンピック・パラリンピック教育の目標等を再度全員で確認し、本校が「目指すオリンピック・パラリンピッ

ク教育」について整理検討した。その中で、オリンピック・パラリンピック教育への教員個々の価値観が異なること、また、

専門とする分野（たとえば、体育、スポーツ、社会、英語、音楽、芸術等）では、大切にしたいことが異なることなどが明ら

かとなってきたのである。これらの違いを相互に認めた合った上で、本校のオリンピック・パラリンピック教育の目標設定に

取り組んだ。

　本校の教員から出た意見としては、①本校のよさを取り入れた「大塚独自」の目標を作りたい、②目標をかっちりと定めて

限定してしまうのではなくある程度の方向性を示すだけにし、教員の思いや子どもの実態に合わせて調整が可能な目標がよい、

③オリンピック・パラリンピック教育は全人的な教育であるため、学校が目指す教育目標と大きな関連を持つ。学校の教育目

標と関連させることで、学校全体で動いていける、などであった。

　本校の学校教育方針は「子ども自身の願いや思いを大切に、自立と社会・文化への参加をめざし、発達及び可能性のより豊

かな発現を図る」である。この学校教育方針を中心にすえ、オリンピック・パラリンピック教育で大切にしたいことを取り入

れて本校の「オリンピック・パラリンピック教育」の目標を再検討した。その結果、以下の 3つを目標とすることにした。

　　①興味関心～ interest～

　　　・興味関心を広げ、自らの願いや思いを持ち、表出する力を養う。

　　②主体性～ identity～

　　　・主体的に活動に向かう力を育て、自らの人生をより豊かに生きる力を養う。

　　③多様性～ diversity～

　　　・ 様々な文化や価値観の受容を通して、自他を大切にする心を養うとともに、他者と協力しながらより豊かな社会を実

現するための平和的資質を養う。

特別寄稿 

オリンピック・パラリンピック教育推進を目指したチャレンジ
～知的障害児にとってのオリンピック・パラリンピック教育とは～
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４．本年度の取り組み

　上記の目標のもと、2016年度は、全校および各部の実態に応じ、様々な優れた実践を行うことができた。その一部を紹介する。

　(1)世界の料理を食べてみよう

　　 　幼稚部では、2016年リオデジャネイロオリンピック・パラリンピック 2016に関連させ、食文化をテーマに学習に取り

組んだ。ブラジルのおかし「ポン・デ・ケージョ」の試食や、「ブラジルのご飯を食べてみよう」などの取り組みを通して、

日本食との違いを感じたり、初めての食感に興味を持ったりする姿がみられた。

　　 　また、本年度は食育の一環として、「世界の食事」を給食メニューとして提供することで、子どもが食を通して世界に興

味を持つ姿が見られた。
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　(2)世界の遊びを体験しよう

　　 　小学部低学年の学級では、児童の発達段階や学習経験などの実態と、興味関心の持ちやすさを考え、「あそび」を題材と

して取り上げた。世界の国々にはその国の歴史と文化が反映された「あそび」があり、中には国を超えても子どもが楽し

んで取り組める要素が含まれていのではないかと考えたからである。授業では、1回目に天井からつり下げた「風船ジェンズ」

を児童が一人ずつ蹴って遊んだ。障害の特性上股関節や足腰が弱く、片足立ちが苦手な児童がいるが、風船ジェンズがあ

ることで自然に児童の動きが誘発され、体のバランスの取り方を覚えていく可能性があることも示唆された。

　(3)みんなで一緒に世界旅行

　　 　中学部では、生活単元「みんなで一緒に世界旅行！」に取り組んだ。世界には、生徒たちが興味を持ち、『知りたい』『やっ

てみたい』と思う事柄がたくさんある。世界の様々な事柄を学習の題材とし生徒の主体的な学習参加を促すことで、生徒

たちがやりたいことを自己決定したり、自分の気持ちを他者に伝えたりすることができるのではないかと考えた。

　　 　授業を進めるうちに、生徒たちは、世界の様々な音楽や食べ物に興味関心を拡げていった。

　(4)講道館での柔道

　　 　今年度は、嘉納治五郎先生が創設した講道館にて、柔道を実施する機会を得た。中学部は、体育授業の一貫として、また、

3月には筑波大学附属高校との交流として実施し、高等部は、筑波大学附属坂戸高等学校との交流として実施した。生徒

たちは柔道を通して、相手の動きに合わせて自分の動きを調整することのおもしろさや、勝敗にかかわらず相手を敬う気

持ちの大切さ等について学ぶことができた。中には、これから柔道を始めてみようかなという生徒もおり、様々なスポー

ツを経験する機会を設けることの大切さを感じた。

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

 

 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

 

 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

 

 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

 

 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

 

 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

特別寄稿 
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　(5)世界の人々と交流しよう

　　 　高等部では、「総合的な学習の時間」において、単元「世界の中の日本～様々な国の文化を探れ！大塚新聞編集部！」を

計画した。高等部のねらいは、①様々な国の自然・文化・産業などを知り、興味・関心を持つ、②多様な民族・文化・産

業などがあることを学び、日本と世界の国々の違いについて考える、③世界の国々についての学習を深め、興味・関心を

世界に広げる、の 3つである。日本と世界の国々のことについて「調べる学習」、「まとめる学習」、「発表する学習」を繰

り返し展開し、発表時には、実際にその国の出身の方に来ていただき、生徒たちが調べた文化について発表するとともに、

スポーツを通して交流を図った。生徒たちは、この単元の中で新しい知識を得ることの楽しさを知る経験によって、もっ

と知りたい、学びたいという気持ちが芽生えた。

　(6)IOC訪問

　　 　「スポーツ・文化・ワールド・フォーラム」の一貫として、つくば国際スポーツアカデミー（TIAS）と合同で学校訪問セクショ

ンを企画し、IOC委員に本校が取り組んでいるオリンピック・パラリンピック教育を披露した。中学部からは、知的障害

児でも全力で身体を動かしつつ相手との駆け引きを楽しめる「タグ柔道」、高等部からは、筑波大学附属坂戸高校の生徒と

一緒に考案した「オニボール」を披露した。生徒たちは、自信を持って IOC委員に紹介した。IOC委員からは、日本のオ

リンピック・パラリンピック教育は上手くいっているという言葉をいただいた。
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６．未来に向かうオリパラ教育を目指して

　オリンピック・パラリンピック教育について先駆的に取り組んできた本校であっても、われわれ教員は多様な教育観や価値

観を持っており、思いがすれ違うこともある。しかしながら、だからこそ話し合い、語り合い、よりよい教育の形を目指して

進んでいくのである。オリンピック・パラリンピック教育を通して、どのような教育の姿を望むのか、子どもに何を期待する

のか等、多様で多彩な価値観を共有し合い、共に考え歩んでいきたい。

 

 
 
 
 

 

特別寄稿 
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委員長 宮本　信也 附属学校教育局教育長
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寺西　真人 附属視覚特別支援学校教諭
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筑波大学附属学校オリンピック教育推進専門委員会委員（平成 28 年度）

筑波大学オリンピック教育プラットフォーム組織図


